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〈資料紹介〉
EUの 雇 用 ・社 会政 策 仕事,社 会 的結束,生 産性(そ の1)
佐 藤 孝 治
は じめ に
EUは,こ れまで欧州における情報社会 の進展 に対応す るために,政 策的 な取 り組み を積極 的
に進めて きた。そ して欧州の情報社会への転換 とより柔軟 な働 き方に対す るニーズの拡大 を結 び
つけることを目指 した一一連 の総合的な研 究 と政策形成 を行 って きた。1993年 には,「 成長,競 争
力,雇 用,21世 紀 に向けた挑戦 と対応策」(Growth,Competitiveness,Employment,theChallengesand
WayForwardintothe21stCentury)と い う報告書 を発表 し,そ の中で社会の新 しい発展形態 として
の情報社会のあ り方に注 目して,今 後の欧州に とって情報化へ の対応が政策的な優先事項 になる
こ とを明 らか にした。
そのことの背景 には,欧 州各国にお ける失業者の急増 という深刻 な事態があ り,情 報社会にお
ける雇用 ・社会政策が政策的な重点 となった。その後,EUは 情報社会 関連の問題 や情報通信 革
命の進展 と雇用 ・社会政策 を積極的に結 びつ けて取 り組 むことになった。そ の意味で,「 成長,
競争力,雇 用,21世 紀 に向けた挑戦 と対応策」 はs情 報社会の実態 と雇用 ・社会政 策を考 え る
上での基礎的な報告書であった。
2000年3月 に開催 された リスボ ン特別欧州理事会(EuropeanCouncil)で,2010年 までの10年
間 を想定 した経済 ・社会政策 に関す る包括的な方針が明 らか にされた。 これは一般的に 「リスボ
ン戦略」 と呼ばれているが,経 済のグローバル化が進展 する中で,情 報通信革命な どへ の対応 を
進めるとともに,欧 州の国際競争力維持,社 会的結束の強化,貧 困の根絶な どの点にも目配 りし
た欧州型の持続的な成長経済 を目指 した戦略である。
そこでは,◇ 知識経済 ・社会への移行準備,◇ 健全かつ持続可能 な経済の構築,◇ 欧州社会モ
デルの改革,を 中心 とした戦略が提起 された。欧州社会モデル とは,知 識社 会への移行 を推進 し
つつ,社 会 的疎外や貧 困の根絶のために積極 的な社会政策 を追求す る もので あるが,経 済のグ
ローバル化や情報通信革命 の進展 など客観的条件 の急激 な変化の中で,社 会モデルの見直 しが各
方面か ら求め られていた。
2000年6月,欧 州委員会(EuropeanCommission)は 上記の リスボン戦略を実行 に移す ために,
「新社会政策 アジ ェンダ」 を採択 した。新社会政 策アジ ェ ンダの理念 として は,次 の2点 があ
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る。
◇人的投資の拡大及 び能動的福祉国家の建設 を通 じ欧州社会モデルを刷新することによ り,経 済
活動 を改善 しつつ,「 連携 と正義」 とい う欧州の社会政策理念 を保持する。
◇労働 ・社会条件の高水準 を保 ちつつ,高 生産性 ・高 品質 ・高水準のサービスを両立する。躍動
的で競争力ある経済において良質 な雇用 を創 出することによ り,社 会的結束 を強化する(1)。
リスボ ン以降,フ ェイ ラ欧州理事会(2000年6月),ス トックホルム特別欧州理事会(2001年3
月),バ ルセロナ欧州理事会(2002年3月)な どで も,リ スボ ン戦略 についての具体的 な議論が進







○ 「欧州社会 アジェ ンダ」の策定
○毎年春の欧州理事会における実施状況審査 他
◇ ス トックホルム特別欧州理事会(2001年3月)
○雇用水準の拡大及 び高齢者層の雇用対策に対す る取 り組みの目標設定
○育児休暇制度及 び老人福祉 の利用可能度 についての共通評価 システム
○男女 間賃金格差の解消へ向けた努力
OeEurope,ガ リレオ計画,シ ングル ・スカイの進展 につ き合意 他
◇ ヨーテボリ欧州理事会(2001年7月)
○加盟国がそれぞれ独 自の持続可能 な開発のための国家戦略 を策定するよう要請 他
◇バルセロナ欧州理事会(2002年3月)
○完全雇用:2010年 までに2000万 人の雇用 を創出
○女性:女 性及び長期失業者への雇用拡大
○定年:2010年 までに定年平均 を58歳 か ら63歳 に引 き上げ
○欧州健康保険電子カー ドの導入
○貧困:2010年 まで に貧困 を根絶 させ ることを目標
冒頭 に述べ た1993年 の 「成長,競 争力,雇 用,21世 紀に向けた挑 戦 と対応 策」以後,EUで
は,情 報社会 と社会政策,雇 用政策,経 済政策な どとの関連について分析 した一一連の報告書 を公
表 して きたが,こ れ らの報告書 はEUの 情報社会 に関す る基本的な考え方や リスボ ン戦略や新社
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会 政 策 ア ジ ェ ン ダ の 背 景 を 理 解 す る 上 で も 重 要 な も の で あ る 。EUの 情 報 社 会 と 雇 用 ・社 会 政 策
に 関 連 し た 主 要 な 報 告 書 に は 以 下 の よ う な も の が あ る 。
◇ 「人 々 を 最 初 に:情 報 社 会 の 生 活 と 労 働 に 関 す る 緑 書 」(GreenPaperPeopleFirst:Livingand
WorkinginthelnformationSociety),1996年7月 。
◇ 「欧 州 の す べ て の 人 々 の た め の 情 報 社 会 の 建 設:上 級 専 門 家 グ ル ー プ の 最 終 政 策 報 告 書 」
(BuildingtheEuropeanInformationSocietyforUsAll:FinalPolicyReportoftheHigh-LevelExpert
Group),1997年4月 。
◇ 「情 報 社 会 に お け る 社 会 ・労 働 市 場 の 範 囲 に 関 す る 通 知:人 々 を 最 初 に 一 次 な る ス テ ッ プ 」
(CommunicationontheSocialandLabourMarketDimensionoftheInformationSociety:PeopleFirstThe
NextSteps),1997年7月 。
◇ 「「人 々 を 最 初 に:情 報 社 会 の 生 活 と 労 働 」 に 関 す る 緑 書 へ の 応 答 」(ResponsetotheGreen
Paper"PeopleFirst=LivingandWorkingintheInf・rmationSociety"),1997年9月 。
◇ 「欧 州 委 員 会 か ら の 通 知:情 報 社 会 の 仕 事 の た め の 戦 略 」(CommunicationfromtheCommis-
si・n:StrategiesforJobsinthelnformationSociety),2000年4月 。
◇ 「EU加 盟 国 に お け る 情 報 社 会 の た め の 戦 略 」(PublicStrategiesfortheInformationSocietyinthe
MemberStates・ftheEuropeanUnion),2000年9月 。
◇ 「1999-2001年EUの 雇 用 ・社 会 政 策:仕 事,社 会 的 結 束,生 産 性 」(EUEmploymentandSo-
cialP。1icy,1999-2001:Jobs,Cohesion,Productivity),2001年 。
◇ 「「情 報 社 会 の 仕 事 の た め の 戦 略 」 を 追 跡 し た 基 準 報 告 書 」(SenchmarkingReportfollowing‐up
the"StrategiesforJobsintheInformationSociety")
◇ ス タ ッ フ ・ワ ー キ ン グ ペ ー パ ー 「電 子 的 統 合=欧 州 に お け る 社 会 統 合 の た め の 情 報 社 会 の 可
能 性 」(Com.missionStaffWorkingPaper"e-Inclusion:TheInformationSociety'sPotentialforSocialInclu-
sioninEurope"),2001年9月 。
◇ ス タ ッ フ ・ワ ー キ ン グ ペ ー パ ー 「情 報 社 会 の 仕 事 一 変 化 の た め の 質:変 化 へ の 対 処 と雇 用 の
質 向 上 の た め に 情 報 社 会 の 利 用 」(C・mmissionStaffWorkingPaper"lnformationS・cietyJobs-Quality
forChange:ExploitingtheInformationSociety'sContributiontoManagingChangeandEnhancingQuality
inEmployment"),2002年3月 。
◇ 「知 識 型 の 欧 州 に 向 け て:EUと 情 報 社 会 」(TowardaKnowledge-basedEurope:TheEuropean
Unionandthelnformati・nSociety),2002年10月
本 稿 で は,EUの 雇 用 ・社 会 政 策 と 情 報 社 会 へ の 対 応 策 の 具 体 的 な 内 容 を 把 握 す る た め に2001
年 に 欧 州 委 員 会 雇 用 ・社 会 問 題 総 局 が 公 表 し た 報 告 書 『1999-2001年EUの 雇 用 ・社 会 政 策:
仕 事,社 会 的 結 束,生 産 性 』(3)の抄 訳 を 紹 介 す る 。 こ の 報 告 書 は,経 済 の グ ロ ー バ ル 化 が 進 展 す
る 中 で,欧 州 が 直 面 し て い る 困 難 な 課 題 に 立 ち 向 か う た め に は,欧 州 委 員 会 が 提 起 し て き た 欧 州
社 会 モ デ ル の 変 革 が 必 要 で あ る と い う 問 題 意 識 の も と に,構 造 改 革 に 対 す る 統 合 的 な ア プ ロ ー チ
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として,経 済政策,雇 用政策,社 会政策の戦略的な相互補完 関係 の構策や社会対話や連帯を重視
した生産性 の高い統合型社会づ くりの必要性 を強調 した ものである。同報告書 の構成 は以下の よ
うになっている。 なお,今 回の 「資料紹介」では,第5章 まで を取 り上 げる。
『1999-2001年EUの 雇用 ・社 会 政策 仕事,社 会 的結 束,生 産性 』
は じめに:仕 事,社 会的結束,生 産性のバ ランスを保つ こと
1.EUの 雇用戦略
2.経 済政策,雇 用政策,社 会政策の相互作用:リ スボン戦略の実践
3.社 会 的に不利 な階層の労働市場へのアクセスの改善
4.流 動性 と新 しい欧州労働市場
5.情 報社会における仕事





(1)h廿p:〃www.mofago.jp/mofaj/area/eu/smagenda.html(外 務 省 ホ ー ム ペ ー ジ の 欧 州 連 合 「新 社 会 政
策 ア ジ ェ ン ダ 」 の 項 参 照)。
(2)http://www.mofago.jp/mofaj/area/eu/1isbo .strategy.html(同 「リ ス ボ ン 戦 略(欧 州 の 経 済 ・社 会 政




抄 訳 『1999-2001年EUの 雇用 ・社 会 政 策 仕 事,社 会 的結 束,生 産性 』
欧州委員会雇用 ・社会問題総局
はじめに 仕事,社 会的結束,生 産性のバランスを保つ こと
欧州連合(EU)は 雇用 と社会政策に関 して重要な時期 にさしかかっている。アムステルダム,
リスボン,ニ ースで開催 された欧州理事会は,こ の展 開における画期的なで き事 として記憶 され
るこ とになるだろう。雇用 ・社会政策は,政 治的アジェ ンダの最先端 に位置する ものである。政
治的な勢 いは強 く,社 会的な期待 は強 くなっている。欧州社会モデル(EuropeanSocialModel)を
近代化 し,改 革す るためのい くつかの対策が行われて きたが,新 た な対 策 も始め られ る予定 に
なっている。
欧州社会モデルをなぜ近代化 し,改 革す る必要があるのだろうか。その回答 は明 らかである。
その基本原則 を衰退 させることが 目的ではない。欧州社会モデルは,望 ましい経済的なパフ オー
マ ンス と社会的公正 に立脚す るものである。社会的規範 は,正 義 と社会的連帯だけでな く,経 済
開発 を下支えするためにも貢献す る。
これ らの基本原則 は,過 去 と同様 に,今 日で も重要 な原則である。 しか しなが ら,こ れ らの基
本原則 を今 日及び将来の明確 な結果に転換 させ るためにも,社 会モデルの調整が必要 となってい
る。 このことが容易 でないとい うことは,様 々な制度や社会環境の不完全 さに示 されている。社
会モデルの調整 によって,幻 滅 を感 じさせるべ きではな く,欧 州で共有 されているこれ らの価値
観 を追い求める公約 を強化すべ きである。
これ らの調整のための指針 となる原則は品質 である。2005年 まで のEUの 社会政策 アジェ ン
ダの中で,労 働現場,社 会政策,労 使関係 の質的 な向上 は,EUの 優 先事項 に焦点 を当て,諸 政
策を再検討するための手段である。
EUが 直面 している困難な課題 に立ち向か うため には近代化が必要 である。それ らは,人 口統
計学的かつ技術 的な問題である。また,そ れ らは経済の国際化やEUの 将来的な拡大 に起 因す る
もので もある。欧州の人々の多 くは 日常 的に製造業の変化の影響や市場経済 の目まぐる しい動 き
を しみ じみ と感 じている。多 くの企業は労働者 を企業の重要 な資源であ り,生 産の重要な要素 と
見なす と同時に,こ れ らの労働者が これ らの変化 の中心 にいることも理解 している。
ここにおける解決策 は,歴 史の流れを止めようと試みることではな く,こ れ らの変化 と一緒に
前進す ることである。 この報告書 の中で は,エ ンプロイァ ビリティ(雇 用され得る能力)や 適応力
を向上 させ ることを政策的な対応 として詳細に検討す ると同時に,変 化 を予測 して企業 の社会的
責任を強化す るとともに支援する ことにも焦点を当てるだろう。
経済的,社 会的な革新 のための新 しい戦略の中心 となるものは,統 合 的アプローチである。経
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済政策,雇 用政策,社 会政策は,相 互 に補完 されるように設計 される必要がある。例えば,労 働
の質を改善す るこ とによって製品の質が向上するので,欧 州企業 の競争上の立場 は強化 されるこ
とになる。EUは,望 ましい社会的な条件 と高い生産性,高 品質の製品 とサー ビス を結合 させ続
けることを決意 している。活力があ り競争力 のある経済におけるよ り多 くの条件 の良い雇用 は,
社会的結束 を強化する。
この ことは,EUへ の加 盟 を希望す る国に とって重要なメ ッセー ジで もあ る。EUは それ らの
国々が 自ら選択 した近代化の側 に立ち,質 的な向上のために努力することを奨励 している。立法
上の義務 に従 うことは,相 互に補完す る経済政策,雇 用政策,社 会政策に向けた動 きに対す る全
体的な取 り組みの一部である。EUへ の加盟 を希望す る国は,各 国の政策 をヨーテボ リ欧州理事
会で提案 されたEUの 目標 と置 き換えることによって,既 存のEUの 諸手続 きに段階的 に参加す
るという取 り組みも必要である。
近代化 と雇用 ・社会政策の改革は緊急 の課題である。そのためには,様 々な手段 を利用するこ
とがで きる。現在,欧 州が政策形成のために前例がないほど望 ましい地位を占めている主 な理由
の一つは,様 々な政策手段が利用可能になっていることである。 これ らには,立 法 ,社 会対話,
欧州社会基金(EuropeanSocialFund)や 各種の行動計画を通 じた財政上の奨励 策がある。 これら
には調整のための公 開手法 として知 られ る新 しい手法 も含 まれる。
この新 しい手法は基準作成,情 報交換,専 門家 グループの評価 に基づ く政策形成 の方法 であ
る。 しか しなが ら,欧 州社会 モデルを近代化 しt改 革す ることが成功するか どうかは,こ れ らの
実務的な手法の最適 な組み合 わせ を達成で きるか どうか ということに強 く依存す るだろう。その
ことはすべ ての レベルで密接 な関係のある関係者(特 に,社 会パー トナーやNGO組 織)の 自発 的な
関与 にも依存するだろ う。
この報告書が示す ように,欧 州 レベルの新 しい形の協力関係 によって,巨 大な推進力が実際 に
与 え られている。労働市場の改革が進め られている。貧 困に対す る闘いが進め られ,社 会統合が
推進 されている。社会保護 システムの再検討が行 われている。 これ ら必須の領域 は,EU加 盟国
に とって共通の関心や利害のある問題 である。経済統合化が進 む中で,こ れ らの分野の政策 は加
盟 国に直接 的な影響 をもた らす可能性 がある。それ故 に,協 力 とパ ー トナーシ ップ とい うこと
は,欧 州 レベ ルにおけるこれ らの諸 問題に関するキーワー ドになっている。
しか しなが ら,EUは 立法や社会パー トナーによって契約で保証 された同意に由来する基準 や
規則 の確立 を同時 に公約 し続 けている。その一つの事例は,職 場 における労働安全衛生に関する
ことである。既存の立法や労働安全衛生政策は,労 働災害事故件数や病欠期 間を減少 させ ること
に重要な役割 を果た して きた。人々の苦痛は効果的に軽減 され,関 連 した コス トは削減 されてい
る。 しか しなが ら,新 たな環境 は新たな危険性 を生み出 している。EUは それ らの問題 に対 して
見て見ぬ振 りをすることはあ り得 ないだろ う。
さらに,財 政的なT段 は政策を支援 し,経 験 の交換 や意識を高める上で重要 な役 割を演 じてい
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る。特に,2003年 の欧州障害者年に注意を喚起す るように したい。
要約すると,EUの 社会政策アジェンダは,急 激 な変化 が当た り前 の ものになって きた世界 と
ともに協力 して経済的,社 会的な進歩が進め られるように正確 に保証す ることであ る。 これ らの
アジェ ンダは近 い将来の雇用や社会領域の政策や活動のための道順である。それは積極的 な戦略
の一・部 として経済改革や社会改革 を目標 とした新 しいイニシアチブのための首尾一貫 した枠組み
である。つま り,持 続的な方法 により,活 力s革 新,競 争力 を仕事や社会的結束 と組み合 わせ る
ことである。 この報告書が示 しているように,そ の ことは既 に成果 を挙 げ始めている。
雇用 ・社会 問題総局OdileQuintin
1.EUの 雇用 戦略
(1>ル クセンブル グからリスボ ンへ
1997年 後半 まで に,EU内 の失業者は1700万 人 に達 した。つ まり}働 く意欲のある1700万 人
の人々の能力が浪費 されるこ とになった。米国が持続的 な経 済成長(低 インフレと記録的な雇用レ
ベル)を 謳歌 している一方,加 盟国の多 くは,高 失業率,雇 用創 出の不振,労 働市場参入の低 下
な どに苦 しめ られている。
失業が社会構造や個人に与 える深刻 な打撃に取 り組むために,EUの 指導者 たちはルクセ ンブ
ルグ欧州理事会 で失業がEUの 共通の問題であるとの認識 に合意 した。失業問題 に立 ち向か うた
めに,EUは 共通の手法(ア ムステルダム条約の雇用条項)や 行動のための共通の枠組み 曜 用ガイド
ライン)に 基づいた調整戦略 を実施す ることに着手 した。雇用 ガイ ドライ ンで規 定 された 目標 に
向けた前進は,そ れ以来,雇 用 に関す る国別の行動計画 についての欧州理事会による毎年の審査
を通 じて監視 されている。
4年 目に入 った今 日,欧 州雇用戦略(theEuropeanemploymentstrategy)は 政策形成 に関す る3つ
の新 しい方法 を導入 した。
① 雇用創出 と統合 アプローチ
欧州雇用戦略は,失 業を減少 させ,雇 用創出を促進す るための統合アプローチ に従 っている。
伝統的な労働市場政策 と違 って,欧 州雇用戦略は健全 なマ クロ経済政策や構 造政策 と調和 した全
体 的アプローチを追い求めている。雇用 を支援するために,教 育政策,課 税政策,産 業政策,社
会政策,地 域政策 などの他 の政策の動員 も求め られている。 このアプロ0チ は雇用 ガイ ドライン
の4つ の柱 を通 じて反映 されている(エ ンプロイアビリティ,企 業家精神,適 応性,機 会均等)。
② 目標管理アプローチ
年次審査 メカニズムは多角的 な監視 を支 え,優 先事項が継続的 に審査 され るの を可能 に させ
る。 この こ とは,目 標 設定(可 能な場合は数量化された)に よって促 進 され る・そ の事例 として
は,2002年 までの12ヶ 月間(若 年層の場合は6ヶ 月間)の 求人倍率や職業訓練 の ような積極 的な
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手法 によって利益 を得た失業者の割合 などがある。 これ らの政策の成果は,公 開されている国別
の年次行動計画 と欧州委員会(EuropeanCommission)の 年次雇用報告書 を通 して詳 しく報告 され
ている。
③ 公開の調整を通 した集合
ルクセ ンブルグ ・プロセスは,加 盟各国にとって拘束力のある規則 を設定 していない。その よ
うな規則 は各国の雇用政策の責任 とされている。 しか しなが ら,同 プロセスは合意 された 目標へ
の責任 と年次審査 メカニズムに関 しての柔軟な圧力 を通 して集合 を促 進させ る。欧州議会,経 済
社 会評議会,地 域評議会な どの他の機関は,ガ イ ドライ ンの採 用 についての発言権 を持 ってお
り,社 会パー トナー,地 域 ・地方の関係者,市 民社会 などの合法的 な関心 を持 ったグループの関
与 は増大 している。 この方法 は,共 通の 目標や成果を定義す るためのEUレ ベルの調整 と行動 の
詳細 な内容 を決定するための加盟国の責任の間でバ ラ ンスを取 っている。そのことは明白な分業
であ り,補 助 的な原則 によって働 くことが成功 した方法であ る。
失業率の変化
1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
9.2 10.7 11.1 10.7 1 la.s 9.9 9.1 8.2
若年失業率の変化
1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 20ao
18.1 21.3 22.0 21.5 21.9 21.1 19.6 1.7.9 16.3
長期失業率の変化
1992 1993 1994 X995 1996 1997 1998 1999 2000
3.8 4.7 5.3 5.2 5.3 5.2 4.7 4.2 3.7
(2)リ スボ ンか らス トックホルムへ
欧州雇用戦 略の2000年 中間審査 は,そ の成功 とともにい くつか の弱 点 を も明 らか に した。
2000年3月 の リスボ ン欧州理事会は,社 会統合 の ような他の政策分野での政 策形成モデ ル とし
てその戦略 を受け入れた。 しか しなが ら,リ スボ ン欧州理事会 で確認 された労働 力不足,技 能
ギャップなどのよ り長期 的な課題 に対 して影響力 を持つ戦略の必要性が痛感 された。
① 完全雇用
持続 的な社会保障システムと経済成長 を保証するには,労 働参加が余 りにも低す ぎるために,
労働力率 を高め る必要がある。特に,女 性 と高齢者の増加が必要である。
② 技能ギャップ
加盟 国の労働市場 における技能ギャ ップ と労働力不足 はます ます深刻 になってきている。 この
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就 業 率 の 目標
全体 男性 女性 高齢者
1999 62% 71% 52% 37%
20Q5 67% 57%
2010 70% 60% 50%
注:2005年 と高齢 者の 目標 はス トックホルムで設定。2010年 と女性の 目標 は リスボ ンで設 定
ことは生涯学習 に関 して さらに密着 した戦略 を要求 し,新 しい欧州労働市場 を発展 させ るために
労働力の流動性 を高 くする必要性 を明白にしている。
③ 労働の質
今 日,「 より多 くの,よ り良い仕事」 を創 出す るため に決め られた リスボ ン戦略の 目標 と並ん
で,労 働 の質はアジェンダとして浮上 している。 より高姿勢を取 る社会パー トナーの関与のため
の新 たな可能性 は,ル クセ ンブルグ戦略の範囲内で特定の社 会パー トナー ・プロセスの導入 とと
もに広がっている。
(3)欧 州社会基金(ESF)の 役割
40年 以上 もの問,欧 州社会基金 は,加 盟 国 との協力 の もとに,技 能開発 や雇用拡大 な どのプ
ログラムに投資 してきた。その間,欧 州社会基金 は変化するニーズに対応 して進化 して きた。現
在,欧 州社会基金はEUが その戦略的な雇用戦略の 目的 を行動 に移すための主要な財政的 な手段
となっている。
2006年 までの構造基金プログラムの現行予算のなかで,欧 州社会基金は欧州雇用戦略 を助 成
するためにEUの 予算か ら600億 ユ ーロを充当す るだろう。 その財源 の うち60%程 度 が,社 会
統合用の約110億 ユーロの投資を含めたエ ンプロイァビリテ ィの促進のために使われる予定であ
る。企業家精神 を支援す るために使 われ る予算 は80億 ユーロ以上である。 さらに,欧 州 の労働
力の適応性 を高め るための投資 には110億 ユ0ロ が使われるだろう。男女平等 を支援す るための
特別の活動 に対す る予算 は約40億 ユ ーロになるだろう。 しか しなが ら,欧 州社会基金プログラ
ムのすべての分野 を横断 して性差別問題 を中心課題 として取 り上 げる とい う明らか な公約 は,機
会均等 を支援する レベルを著 しく高め るだろう。
現行の欧州社会基金プログラムに関する交渉は,ル クセ ンブルグ ・プロセスの もとで確立 され
た雇用政策 と並んでコミュニティ財源 を配分する とい う加盟 国の責任 を示 してお り,欧 州社会基
金 は欧州雇用戦略を支援す るように しっか りと準備 されている。欧州雇用戦略は,労 働市場政策
の効果 と反応 の良 さを改善するように意図 されてお り,雇 用創出を促進す ることを最重視 してい
る。欧州雇用戦略に対する欧州社会基 金の支援のはっ きりした事例 は,欧 州社会基金 プログラム
内の予防的な行動に与 えられた優先権 である。
欧州委員会 と加盟国の間で合意 されたプログラムは,欧 州社会基金 と欧州雇用戦略の問の強固
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で明確 な関係 を開発するための十分 な基礎である。今後何年 もの問,欧 州社会基金が欧州雇用戦
略 とリスボ ン欧州理事会で決め られた公約 を支援するために待 ち受 けている挑戦 に対応で きるよ
うに保証することは,良 き出発 にとって重要だろう。
2.経 済政策,雇 用政策,社 会政策の相互作用 リスボン戦略の実践
(1)全 体像
EUは,こ れらの構 造的な変化 を管理するための安定 的な枠組 みを提供す る一般 に教育 レベル
の高い労働力 と社会保護 システムを持つ とともに,新 しい成長の機会か ら利益 を得 るための確実
な強 さを持 っている。 しか しなが ら,米 国の雇用創出や成長記録 と比較 してみると,欧 州 の強 さ
は十分 に利用 されていない ように見 える。 もし加盟国が米国のパ フォーマ ンスを再現す ることが
で きるならば,EU全 体 で約3000万 人の雇用 を創 出す ることがで きるだろう。
この点 につ いて説明に役立つ重要 な要因は,知 識社会への転換 や第3次 産業 での雇用創 出の遅
れである(第5章 参照)。 い くつかの加盟国は他の国々よ りもこの戦略的な挑戦 について早い時期
か ら認識 して きた し,戦 略的な挑戦 はリスボン戦略の基礎 である。
労働者 と技能 は経済 にとって重要 な生産要素である。 だか ら,雇 用政策 は需要 と供給の両面で
労働市場の欠陥 を是正す るために,全 般的な経済 開発 と雇用市場 のパ フォーマ ンスの間の相互作
用 に影響 を与 える。供給サ イ ドにおいては,い くつかの地域 における労働力不足やある部門にお
ける技能ギ ャップの拡大 とい う背景に も関わらず,高 齢者や女性 の労働力率の低 さと長期失業率
や地域 的な失業率の高 さが弱点である。
米欧の就業人ロ比較
労働力人口 就業人口 就業率 潜在的な就業人口
EU 245百 万 人 147百 万 人 60% 35百 万人
米国 175百 万 人 129百 万 人 74%
注:EUの 潜在的 な就業人 口は,就 業率 が米国 と同 じ74%に なった場合 の数字
経済成長がなぜ雇用創 出に結 びつかないのか とい う需要サ イ ドの問題(逆 に言えば,景 気後退に
よる大規模な雇用破壊)に は,労 働者 に対する重課税 と中小企業のス ター トア ップに関す る赤字 と
い う逆方向の影響 が明 白な理由 となっている。社会パー トナーが関与 し,性 的役割の重要性 を考
慮 に入 れた必然的な改革は,EUの 包括的な経済政策ガイ ドラインに従 って,ル クセ ンブルグ ・
プロセスを通 じて調整 される。
(2)新 しい社会政策アジ ェンダ
経済政策 と雇用政策の間の必然的な共存 とい う状況が現れる。社会的水準の高さと強固な安全
ネ ットに焦点をきちんと合わせ て,そ れ らの政策は今後 の数年 間に欧州社会モデルを前進 させ る
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混合政策の十台 を形成する。低 インフレや健全財政 とともに持続的な経済成長は,雇 用や社会的
結束 を高めるの に極めて重要であ る。
社会保護の高い水準 と目標の定 まった社会政策は,経 済が変化に適応 し,効 率的で職業訓練の
行 き届いた労働力 を提供す るための本質的な要素 である。質の高い教育への アクセスは社会統合
や競争力 を強め,就 業率の上昇は社会保護システムの財政 を維持するのに役立つだろ う。
経済政策,雇 用政策,社 会政策 とい う3つ の政策分野 の間での活力のある相乗作用は,新 しい
社会政策アジェ ンダの核心 である。そのアジェ ンダは2000年12月 に開催 されたニース欧州理事
会で採用 された。それ は今後10年 以内にEUを 「世界で最 も競争力があ り,活 力 のある知識経
済,よ り多 くの望 ましい雇用や社会的結束の拡大 とともに持続 的な成長が可能 な経済」 に変革す




競争力 ・ダイナ ミズムの向上く一一 一一一〇 一一一 レ完全雇用 ・仕事の質向上
この新規のはっき りと述べ られた挑戦の重要性 は,過 小評価 されるべ きではない。アジェンダ
は,繁 栄や幸福 とい う点で,EUを15年 以 内に世界 トップ水準の経済 にする とい うリスボ ン欧
州理事会の挑戦を引 き受けるはっきりした道順 を提供 している。過去 において,社 会政策 は有害
な社会的な影響 を最小 限にする一方で,EUが 構造的な変化 にうまく対応す ることを可能に させ
た。今 日,人 的投資 と活力のある福祉国家の建設 によって欧州社会モデルを近代化す ることは,
経済的なパフ ォーマ ンスを改善 させ る一方,連 帯 と公正 とい う伝統的な価値を維持す る上でも決
定的 になるだろう。
アジェ ンダは既存の イニシアチブを協力 させ,新 規 の ものに特別の注意 を払 っているが,そ れ
は3つ の主要なグルー プに分類 される。
①第1の グループは,よ り多 くの望 ましい雇用の創 出,変 化の予測や管理,新 しい労働環境へ
の適応,知 識経済の可能性の活用や労働市場 の流動化の促進に よって,欧 州の完全雇用の可能性
を現実化す ることを目指 している。
② 第2の グループは,社 会的な保護を近代化 し,改 善 しようと試み,社 会的な排除,性 的な不
平等,恣 意的 な差別な どと闘うように試みている。
③ 第3の グループは,様 々な挑戦 に立 ち向か うための一助 となる社会的な対話づ くりやその拡
大の準備 に専念 している。
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3.社 会的に不利 な階層の労働市場へのアクセスの改善
前章が示 しているように,欧 州雇用 戦略の 目標 の 中心 はEUの 就業率の明 白な改善で ある。
EUの 就業率 は改善 して きたが,依 然 と して米国や最 も就業率 の高 い加 盟国に遅れ を取 ってい
る。 このことの当然 の結果 は,で きるだけ多 くの市民が 自分 自身 と社会のために生産的に自らの
技能 を使 える機会 を与 えられる ように保証す ることである。
女性,長 期失業者,高 齢者,社 会的弱者 など,特 定のグルー プの労働市場の統合 は,EUの 就
業率の改善 にとって明 らかに良い影響 を与えるだろうが,社 会政策アジェンダの第3の 要素でも
ある,よ り大 きな社会的結束 を保証するためには長い道の りとなるだろう。 このことは,貧 困や
社会的な疎外 によって脅かされている人 々の数が余 りに も多す ぎるために極 めて重要である。
このこ とを評価 して,2000年 の リス ボ ンとフェイラでの欧州理事会は,社 会的結束 を今後10
年間のEUの 新戦略の土台の一つ と位置づけた。必要 とされたものは,欧 州社会モデル と調和 し
た3つ の相互依存の 目標 に向けた調整的 な推進力 であった。3つ の 目標 とは,安 定的で良質な雇
用(欧 州雇用戦略),経 済構造の近代化,社 会的結束の強化(社 会統合戦略によって最近取り組まれてい
るもの)で ある。それ と平行 した他 の政策は特 定の 目標 グループに向け られたそれぞれ異 なる分
野別の政策である。
(1)2001年 欧州雇用ガイ ドライン
2001年 ガイ ドライ ンの一・つは,雇 用へ のアクセスに よって,差 別 に立ち向かい,社 会統合 を
促進する政策 と明確 に関係 している。危険に瀕 している人々や社会的に不利益 を受 けている人々
のために,加 盟国は労働市場の差別撤廃 を促進する予防的かつ積極的政策のための方針 を作 るこ
とを求め られている。 また,2001年 ガイ ドライ ンは労働市場 や教育 ・職業訓練の場 への アクセ
スの点で,性,人 種,宗 教,信 念,障 害,年 齢,性 的な態度 などを根拠 にした差別 と立ち向かう
ことを意図 してい る。加盟 国は,障 害者,少 数民族,季 節労働者のニーズに応ずるための対策を
も実施するように奨励 されている。
同様に,積 極的 な高齢者政策を開発す るための明確なガイ ドラインもある。完全雇用 の目標 を
満たそ うとす るならば,高 齢労働者 に対する態度 を改善する必要がある。そのことは,ま た長期
的な公正 や社会保障 システムの持続 を確実な ものにするだろう。それ故 に,加 盟国は,職 業訓練
へ のアクセスの提供 やよ り柔軟な労働時 間を導入することによって,高 齢労働者の労働能力や技
能を維持す るための手本 を示す ことを奨励 されている。
他の3つ のガイ ドラインは,機 会均等のための加盟国の政策を強化 し,労 働市場の男女間格差
を是正 させ るように設計 されている。それ らのガイ ドライ ンは,欧 州雇用戦略 を通 して実施 され
るすべての政策が男女差別撤廃の主要な原則 を完全 に反映す ることを保証するように意 図 してい
る。加 盟国は,既 にEUの 方針 になっている保育や育児休業の充実を含む家族に優 しい政 策の設
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計,実 施,促 進 をす る よう に奨励 されて い る。
(2}EQUAL
EQUALは 広範囲にわたる欧州社会基金の一部 を構 成 している新規の地域社会イニ シアチ ブで
ある。それは,労 働市場の問題の解決,新 規雇用に とっての よ り良い条件づ くり,万 人に対す る
機会均等の保証などのための新 しいアプローチを十分 に試 してみる機会 を提供する・ また・性・
人種,民 族的な背景,宗 教,信 念,障 害,年 齢,性 的な態度 などに基づ く差別や不平等に取 り組
むための新 しい方法 を試す ことになるだろ う。
EQUALは,労 働市場 の範囲,と りわけ規 約13条 と137条 の中で設計 され た条約 の各種社会
対策の もとでの特定の法律や行動 プログラムの範囲を越 える差別や社会的疎外 に対する取 り組み
に関す る他の対抗手段 と完全 に調和するだろ う。
(3)差 別 と雇用へのアクセス
EUは,経 済生活への参加は しばしば成功 した広範囲にわた る社会統合 にとって前提条件 であ
る と認識 している。 その結果 として,EUはEQUALの もとで取 り組 まれてい るもの と同様の差
別を禁止する2つ の主要な方針 を採用 している。
差別 に取 り組 む立法 には実際に3つ の主要 な利益がある。第一 に,そ の立法は人 々に経済的 な
可能性 を充実 させ ることを保証することによって,社 会的な疎外 を避 けることがで きる。そのこ
とは本人や扶養家族 にとって望 ましいだけでな く,国 家 に対する依存 をも減少 させ る。第二 に・
その立法 は企業 に労働 力の最良の部分 に獲得 し,企 業の体 力 を強化 す るこ とを保証す る。そ し
て,そ の ことは経済全体 を力強 くして,競 争力 を向上 させ ることにもつ なが る。第三 に,立 法
は,採 用,昇 進,職 業訓練やその他の労働条件へ のアクセスな どの問題についての決定 を正 当化
で きるように,雇 用主に義務 を負 わせ る。
加盟国か らの証言は,人 種 的,民 族的な構 成が異 なった地域社会の失業は労働市場全体の平均
よりも2倍 か ら3倍 あることを示 している。同様の影響は,高 齢労働者や障害者の失業に も見 ら
れる。
過去か ら累積 した差別は,し ば しば世代 か ら世代 に引 き継がれるために,不 利益 の悪循環 に導
く可能性がある。 もし特定の グループに とって教育施設,住 宅,医 療サー ビス,環 境条件,雇 用
機会 などが全 く貧弱であれば,次 の世代 は彼 らが直面 した困難に立ち向か うために十分に準備で
きないままに成長 し,彼 ら自身には貧弱な仕事,住 宅,医 療 しかないこ とを見つけざるを得ない
だろう。欧州共同体条約第13条 の もとでの反差別立法 は,こ の ような悪循環 の打破 を支援す る
ことがで きる。
人種差別に関する方針は,雇 用へのアクセスに影響 を与 える他の分野 をも扱っている。社会保
護 システムの利益や他の形態の支援へ のアクセスに関する差別は,社 会的疎外 をさ らにひどくす
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る。質の高い教育は雇用や社会統合 を成功 させ る上での前提 条件である。
財やサー ビス,特 に融資の保証へ のアクセスに対す る差別 は社会 的,経 済 的 な統 合 を制限す
る。例えばr中 小企業へ の貸 し付 けや個人住宅 ロー ンが応募者 の実際あるいは推定 された人種,
民族な どに基づいて,ま たは影響 されて決定 されるとするな らば,基 本的人権 の理念 に反するば
か りでな く,実 際問題 として社会の中の大 きな部分の経済的能力 に著 しい損害を与える。
(4)雇 用における男女平等
雇用 における男女の機会均等は,単 に社会正義の問題ではな く,経 済的な必然で もある。賃金
平等,女 性 の技能や能力 に対する適切 な認識,勤 労者が仕事 と家族生活 を両立 させ ることがで き
るような政策は,よ り多 くの女性 を労働市場に引 きつ けることを容易に し,経 済企体 にも利益 を
もた らす ものである。女性 の経済活動へ の参加の増大 は,欧 州の経済成長に とって重要な要因で
ある。EU全 体 と しては,年 率2.3%のGDP成 長 の1/5程 度 は,女 性 の労働 市場への参加増大
に よって説明で きると推定されている。
リスボ ン欧州理事会 は,今 日のEU全 体 の女性就業率53%を2010年 まで に前例の ない60%
まで引 き上げるこ とを含む,野 心 的な 目標 を設定 した。EUが 全体 的な就業 率 を70%に 引 き上
げるつ もりであるな らば,こ のことは極 めて重要である。その ことは新たに1000万 人の女性 を
労働市場 に引 き寄せ ることを意味する。
4.流 動性 と新 しい欧州労働市場
(1)一 般的な事実
接近 しやすい雇用市場 はより活力のある ものである。 しか し,望 ましい雇用市場 は,労 働者が
いつで もどこで も新 しい雇用 の機会 に応 じるため に移動ができるように,よ く反応す るもので も
なければ な らない。国境 を越 えた市民 の流動性 は現在 の ところ低 く,約150万 人,総 人 口の
0.4%以 下である。
米国のデー タは直接比較で きる ものではないが,一 般 的に言 って,米 国の流動性は欧州 よ りも
かな り高いと考え られる。このことは,い くつかの研 究がIT関 連の技能 ギャ ップが100万 人近
くあると推定 している時に,欧 州 の労働力 プールは完全 に利用 されていない ことを意味 してい
る。
EU内 の流動性 の特質は,過 去数年 間で変化 してきた。一・般的に,労 働力 の流動は,様 々な産
業間の地理的な集 団に影響 されて,都 市セ ンターの間で起 こっている。特 に,成 長す るハ イテク
分野での流動性 は著 しい もの であ る。流動する労働者 は若 くて(ほ とんどが30歳 以下で,21-25歳
のグループに最も集中),一 般 に高度の技能 を保持 している。労働力の移動 には,① 一時的 な移動
(他の加盟国へ数年間移住して,そ の後本国に戻るか,他 国に移住),② 国境周辺地域 での国境 を越 えた
通勤(年 間60万 人規模),③ 多国籍企業による人材 の全欧的な管理 によってもた らされた労働力 の
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流動,と いう3つ の タイプが顕著 になっている。
流動性 のパ ター ン変化,グ ローバル ビジネスの需要拡大,特 定技 能の不足の顕在化 とともに・
欧州労働市場の新 しい外観が現 れて きたが,そ こには重大 な障害 も待 ちか まえてい る。2005年
までにそのような障害を除去す るため に,2段 階の戦略が展 開されている。
もし流動性 とい うものがすべ ての人 々に とって実際的 な機会 を提供するのであれば・人々は必
要な場所で彼 らの技能 を使 う権利 を持つべ きであ り,企 業は欧州 とい うより大 きな労働力プール
か ら採用す ることが容易であ ることを発見す るだろう。 それ故 に,新 しい欧州労働市場 を作 るた
めの戦略の第一段階は,技 能ギ ャップへの取 り組み,流 動性 を妨げる障害の除去,情 報提供 の改
善 に重点的に取 り組むこ とである。
リスボン戦略 を具体化す るため に,欧 州委員会 は,生 涯学習がすべての人々にとって現実の も
の とな り,労 働者は欧州雇用戦略の一部 として生涯学習か ら完全に利益 を得ることがで きる とい
うことを保証す るために行動計画 を準備するだろ う。 また,職 業的な評価 のためにより透明性が
高 く,柔 軟 な計画 に向けた提案を提出 し,仕 事で獲得 される技能の評価 を手助けす るだろう。
同様 に,他 の市場での足場 を開発す るサー ビス提供 を可能 にす ること,付 加年金の移動 に関す
る障害物 を除去すること,流 動性に関する勧告 の採用 は,問 題 をかな り容易にするだろう。欧州
委員会は,こ れらのすべ ての方向 を模索 した努力 を続けるだろう。
また,リ スボ ン戦略 は,市 民には欧州全体 の仕事の欠員,流 動性,学 習機会についての完全で
信頼 ので きる情報へのアクセスが必要であるこ とを意味 している。 このことは,社 会パー トナー
や加盟 国との協力 によ り,欧 州雇用サー ビス ・ネ ットワークの ような既存の方法を完全 に使った
総合的な情報 に関す るキャンペー ンを求めるだろう。
戦略の第二段階 として,欧 州委員会 は技能 と流動性 に関する上級特別委員会 を設立 した・その
役割 としては,以 下の ものがある。
①新 しい欧州労働市場の主要な推進力 と特色 を確認す ること。
②欧州労働市場のさらなる発展 に対す る主要な障害物の正確 な指摘。米 国の ような他の地域で実
践 された有益 な経験 の評価 と利用。欧州の知識経済 にとって魅力的な労働市場 を作 るために何 が
必要であるのかに関す る調査。
特別委員会は,欧 州の ビジネス リーダー,最 先端の労働市場や教育の専 門家,社 会パ ー トナー
か らの専門的知識 を参考 にす る。特別委員会は,2001年12月 までに欧州委員会 に報告書 を提 出
す るこ とになってい る。欧州委員会 は,2005年 までに新 しい欧州労働市場が完全 に開放 され,
誰 でもアクセスで きるようにす ることを保証するために,さ らなる政策的なイニシアチブや勧告
の組み合 わせ を提案 した行動計画を2002年 春までにEU理 事会 に提 出す るだろ う。
(2)年 金の移動
ス トックホルム欧州理事会の結論は,労 働力 の流動性の改善 に関 してEUの 方針(98/49/EEC)
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を補強す ることを目的に した,職 業上の年金の移動可能性についての新規の提案 に関する欧州委
員会の作業の重要性 を強調 した。新規提案 は2001年 末までに提出 される予定である。
欧州委員会は,2002年 に,公 的部門の労働者の 自由な移動 を改革す るための情報 を提 出す る
予定である。 自由な移動 のための法的な枠組み を近代化す るための提案 は,1998年 に欧州委員
会か らEU理 事会 に提出 された。ス トックホルム欧州理事会は,移 住労働者の社会的 な保護 を保




過去5年 以上,特 に知識集約型サー ビスに代表 される重要 な情報社会分野の雇用成長は,欧 州
平均 の雇用成長率の約2倍 になった。情報通信技術(ICT)の ため に雇用機i会の波及効果 は,経
済 を越 えて広が ってお り,各 種の産業,職 業,技 能 レベ ルに影響 を与 えている。最近の調査 で
は,欧 州労働者 の半分近 く(45%),ホ ワイ トカ ラー労働 者の約3〆4が 仕事 のため にコ ンピュー
タを使用 していることが指摘 されている。 しばらくの問,デ ジタル技術はエ ンプロイアビリティ
と適応性 を保証するために不可欠の ものになるだろう。
しか しなが ら,技 能ギ ャップの拡大 は,専 門家 とユーザーの双方に とって,情 報社会の可能性
をつかみ取る上での障害 となっている。最近の産業調査 は,も し何 らかの緊急対策が取 られない
場合には,現 在の情報通信技 術専門家120万 人の不足 が2003年 まで に170万 人に拡大する と予
測 している。 インターネ ット関連 ビジネスの専 門家を加 える と,技 能ギャップは370万 人に拡大
する可能性がある。
要す るに,技 能ギ ャップの拡大 は,イ ンターネッ ト関連 ビジネス とイ ンターネ ッ ト技術で最 も
拡大する と予想 されている。仕事のための コンピュー タ利用が増加 しているにも関わらず,基 本
的な技能 に関す る職業訓練の取 り組みは依然 として極めて低い段 階にある。その証拠に,企 業負
担の情報通信技術に関する職業訓練 を受講 したのは労働者の16%だ けである。
雇用 問題への挑戦が リスボ ン欧州理事会 によって開始 された知識経済に対応す る政策の中核 で
ある。それは,2000年 に欧州 委員会 に よって明 らか に された 「情報社 会 におけ る雇用 戦略」
(StrategiesforJobsintheInformationSociety)と い う報告書の中で発表 された提言 に主 として基づい
ている。それ以来,情 報社会への適応は,欧 州雇用戦略 ガイ ドラインを通 じて主要な目標 として
強化 されて きた。雇用 とデジ タル技 能は,2002年 までの 「万人のための情報社会」 に向けた道
筋を明 らか にしたe-Europe行 動計画の最 も優先事項 となっている。
(2)主 要な課題
① 若年層対策
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最大の関心事 は若年層対策である。EUは,2001年 末 までにすべての学校にインターネ ッ トと
マルチメディア資源へ のアクセスを提供 し,2002年 までにすべての教員がそれ らの使用がで き
るように訓練することを公約 している。欧州委員会は,e-leaming政 策 によって各国 レベ ルの取
り組み を支援 してい る。その政策は,学 校の情報通信技術 関連機器,す べての教育 レベルでの新
技術 の統合,マ ルチ メディアサー ビスやネ ットワークサー ビスの改善に焦点を合 わせている。
② 職業訓練の拡充
専門家 レベルでの技 能ギ ャ ップを思 い切 って縮小 させ るためには,2002年 まで に情報通信技
術関連 の職業訓練施設や履修 コ0ス を著 しく増加 させ る必要がある。履修科 目の内容 は産業が必
要 とする もの と調和 させるべ きであ り,転 換 コースの可能性 を十分 に活用すべ きである。女性 に
とって情報通信技術 関連の職業を魅力 あるもの にす ることは,若 年層の場合 と同様に,こ れ らの
分野での女性 の割合が極めて低 いために重要 な課題である。 これ らの課題のすべ ては,前 章で概
説 した上級特別委員会の業務 として推進 されるだろ う。
③ デ ジタル ・リテラシー
しか しなが ら,挑 戦は拡大 している。デジタル ・リテ ラシーが全体 の労働力のエ ンプロイアビ
リテ ィと適応性 に とって極めて重要であるために,生 涯学習が最 も重要 な目標でなければならな
い。2001年 雇用 ガイ ドライ ンは,2003年 までにすべての労働者がデ ジタル ・リテラシー を達成
できるように,社 会パー トナーに必要な ことを行 うように要求 してい る。基礎 的なデジタル技 能
に関するEUの 卒業証書 は公認 された職業訓練 コースの受講 と欧州全体での評価の刺激 となるべ
きである。 この 目標 を満たすために,ほ とん どの加盟国は欧州コンピュータ操作免許(theEuro-
peancomputerdrivinglicence)を 奨励 してい る。
④ 知識経済の生産性
知識経済の生産性上昇は,高 度な技能への労働組織の シフ トと新技術 によって与 えられた柔軟
性の拡大 に大いに依存 している。 この可能性 を理解す るためには,全 体 を適切 にカバーす るため
の条件が必要である。テ レワークの機会拡大は特に前途有望 な道であ り,欧 州委員会 は欧州 レベ
ルでテ レワークの枠組みを確立す るとい う視点で,社 会パー トナー との協議を始めてい る。
⑤ デジタル ・デバイ ドの防」L
デ ジタル経済 を完全 に理解す ることは,デ ジタル ・デバ イ ドを防止す るこ とを意 味す る。現
在,複 合的なアクセス上 の情報格差が ある(加 盟国間,性 ・年齢 ・所得 ・雇用 ・教育レベル問で)。そ
の結果 として,不 利益 を被 るグループは,彼 らの特定のニーズに合致す る方法 億 識改革,職 業訓
練,公 的なインターネットァクセスなど)に よって,情 報社会の長所 を取 り入れるよ うに奨励 され て
いる。デ ジタル ・デバ イ ドを防 止す ることは,今 日ではEUの 新 しい社会統合戦略の主要な 目標
となっている。
